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無
筋

及
び

鉄
 
筋

 
別

区
分

番
号

コ
ン

ク
リ

ー
ト

種
別

構
　

造
　

物
　

の
　

種
　

類
呼

び
強

度
（

N
/
㎟

）
ス

ラ
ン

プ
（

㎝
）

粗
骨

材
最

大
寸

法
(
㎜

)

最
小

セ
メ

ン
ト

使
用

量
(
㎏

/
㎥

)

水
セ

メ
ン

ト
比

(
％

)

セ
メ

ン
ト

の
 
種

 
類

備
考

②
普

通
 
1
8
－

8
－

4
0
－

6
0
％

 
B
B

均
し

コ
ン

ク
リ

ー
ト

、
基

礎
コ

ン
ク

リ
ー

ト
、

側
溝

（
Ｕ

，
Ｌ

型
）

、
管

渠
巻

立
、

集
水

桝
、

石
積

（
張

）
・

ブ
ロ

ッ
ク

積
（

張
）

の
胴

込
・

裏
込

、
ガ

ー
ド

ケ
ー

ブ
ル

基
礎

（
端

末
支

柱
）

、
ト

ン
ネ

ル
覆

工
（

イ
ン

バ
ー

ト
）

、
擁

壁
、

水
路

、
重

力
式

構
造

物
（

橋
台

）
、

護
岸

、
根

固
ブ

ロ
ッ

ク
、

根
巻

コ
ン

ク
リ

ー
ト

、
小

口
止

コ
ン

ク
リ

ー
ト

、
海

岸
堤

防
（

天
端

、
裏

込
）

、
根

継
工

、
捨

コ
ン

ク
リ

ー
ト

、
落

差
工

・
帯

工
、

三
面

張
水

路
工

1
8

8
4
0

－
6
0
以

下
高

炉
セ

メ
ン

ト
（

Ｂ
種

）

③
普

通
 
1
8
－

8
－

4
0
－

5
5
％

 
B
B

海
岸

構
造

物
（

海
岸

堤
防

の
天

端
・

裏
込

材
を

除
く

）
、

消
波

ブ
ロ

ッ
ク

、
海

岸
根

固
ブ

ロ
ッ

ク
1
8

8
4
0

－
5
5
以

下
〃

④
－

１
普

通
 
1
8
－

1
5
－

4
0
－

6
0
％

－
C
2
7
0
 
B
B

ト
ン

ネ
ル

覆
工

（
N
A
T
M
、

小
断

面
、

矢
板

工
法

ア
ー

チ
、

側
壁

）
1
8

1
5

4
0

2
7
0

6
0
以

下
〃

⑤
普

通
 
1
8
－

5
－

4
0
－

6
0
％

 
B
B

砂
防

堰
堤

（
堤

体
，

側
壁

，
水

叩
）

1
8

5
4
0

－
6
0
以

下
〃

⑥
普

通
 
2
1
－

5
－

4
0
－

6
0
％

 
B
B

砂
防

堰
堤

（
堤

冠
部

）
2
1

5
4
0

－
6
0
以

下
〃

⑦
規

格
外

 
1
8
－

3
－

2
5
(
2
0
)
－

6
0
％

－
C
2
6
5
 
B
B

法
枠

，
コ

ン
ク

リ
ー

ト
張

，
河

川
法

枠
護

岸
設

計
基

準
強

度
1
8

3
2
5
（

2
0
）

2
6
5

6
0
以

下
〃

⑨
－

２
普

通
 
2
1
－

1
2
－

2
5
(
2
0
)
－

5
5
％

 
B
B

側
溝

蓋
、

井
筒

、
潜

函
、

堰
、

水
門

、
ポ

ン
プ

場
2
1

1
2

2
5
（

2
0
）

－
5
5
以

下
〃

⑪
－

２
普

通
 
2
7
－

1
2
－

2
5
(
2
0
)
－

4
5
％

－
C
3
3
0
 
B
B

函
渠

、
樋

門
(
管

)
、

擁
壁

、
側

溝
蓋

、
井

筒
、

潜
函

、
堰

、
水

門
、

ポ
ン

プ
場

（
海

水
の

影
響

を
受

け
る

構
造

物
）

2
7

1
2

2
5
（

2
0
）

3
3
0

4
5
以

下
〃

⑫
－

２
普

通
 
2
4
－

1
2
－

2
5
(
2
0
)
－

5
5
％

　
B
B
 
o
r
 
N

ラ
ー

メ
ン

構
造

物
（

δ
c
a
＝

8
0
k
g
/
c
m
2
）

、
Ｒ

Ｃ
ス

ラ
ブ

、
Ｒ

Ｃ
Ｔ

桁
、

Ｒ
Ｃ

ホ
ロ

－
ス

ラ
ブ

、
地

覆
、

橋
梁

下
部

、
剛

性
防

護
柵

、
擁

壁
、

函
渠

、
樋

門
（

管
）

※
橋

梁
下

部
、

擁
壁

、
函

渠
、

樋
門

（
管

）
に

つ
い

て
は

、
 
 
高

炉
セ

メ
ン

ト
（

B
種

）
を

原
則

と
す

る
。

2
4

1
2

2
5
（

2
0
）

－
5
5
以

下

高
炉

セ
メ

ン
ト

（
Ｂ

種
）

又
は

普
通

ポ
ル

ト
ラ

ン
ド

セ
メ

ン
ト

⑬
－

２
普

通
 
2
4
－

1
2
－

4
0
－

5
5
％

 
B
B

深
礎

2
4

1
2

4
0

－
5
5
以

下
高

炉
セ

メ
ン

ト
（

Ｂ
種

）

⑭
－

２
普

通
 
2
4
－

1
2
－

2
5
(
2
0
)
－

5
5
％

－
C
3
0
0
 
N

非
合

成
桁

床
版

2
4

1
2

2
5
（

2
0
）

3
0
0

5
5
以

下
普

通
ポ

ル
ト

ラ
ン

ド
セ

メ
ン

ト

⑮
－

１
普

通
 
3
0
－

1
8
－

4
0
－

5
5
％

－
C
3
5
0
 
B
B

リ
バ

ー
ス

杭
、

ベ
ノ

ト
杭

等
場

所
打

杭
3
0

1
8

4
0

3
5
0

5
5
以

下
高

炉
セ

メ
ン

ト
（

Ｂ
種

）

⑮
－

２
普

通
 
3
0
－

1
8
－

2
5
(
2
0
)
－

5
5
％

－
C
3
5
0
 
B
B

リ
バ

ー
ス

杭
、

ベ
ノ

ト
杭

等
場

所
打

杭
3
0

1
8

2
5
（

2
0
）

3
5
0

5
5
以

下
〃

⑯
－

２
普

通
 
3
0
－

1
2
－

2
5
(
2
0
)
－

5
5
％

 
N
 
o
r
 
H

Ｐ
Ｃ

橋
（

横
桁

、
床

版
）

、
合

成
桁

床
版

、
プ

レ
テ

ン
Ｉ

桁
中

詰
、

Ｐ
Ｃ

ホ
ロ

ー
ス

ラ
ブ

中
詰

3
0

1
2

2
5
（

2
0
）

－
5
5
以

下

普
通

ポ
ル

ト
ラ

ン
ド

セ
メ

ン
ト

又
は

早
強

ポ
ル

ト
ラ

ン
ド

セ
メ

ン
ト

⑰
－

２
普

通
 
3
6
－

1
2
－

2
5
(
2
0
)
－

5
5
％

 
N
 
o
r
 
H

Ｐ
Ｃ

π
ラ

ー
メ

ン
橋

、
オ

ー
ル

ス
テ

ー
ジ

ン
グ

に
よ

る
場

所
打

ち
ポ

ス
テ

ン
桁

3
6

1
2

2
5
（

2
0
）

－
5
5
以

下
〃

⑱
－

２
普

通
 
4
0
－

1
2
－

2
5
(
2
0
)
－

5
5
％

 
N
 
o
r
 
H

ポ
ス

テ
ン

主
桁

4
0

1
2

2
5
（

2
0
）

－
5
5
以

下
〃

⑲
－

１
舗

装
 
曲

げ
4
.
5
－

2
.
5
－

4
0
－

5
5
％

 
B
B

コ
ン

ク
リ

ー
ト

舗
装

曲
げ

 
4
.
5

2
.
5

4
0

－
5
5
以

下
高

炉
セ

メ
ン

ト
（

Ｂ
種

）

⑲
－

２
舗

装
 
曲

げ
4
.
5
－

6
.
5
－

4
0
－

5
5
％

 
B
B

コ
ン

ク
リ

ー
ト

舗
装

曲
げ

 
4
.
5

6
.
5

4
0

－
5
5
以

下
〃

レ
デ

ィ
ー

ミ
ク

ス
ト
コ
ン
ク
リ
ー
ト
標
準
仕
様
基
準

 
備

考
）

１
．

空
気

量
は

4
.
5
％

，
Ａ

Ｅ
コ

ン
ク

リ
ー

ト
を

標
準

と
す

る
。

　
　

　
 
２

．
本

基
準

は
、

標
準

的
な

使
用

目
安

を
定

め
た

も
の

で
あ

る
。

設
計

条
件

等
に

よ
る

上
表

以
外

の
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

使
用

を
妨

げ
る

も
の

で
は

な
い

。
　

　
　

 
３

．
粗

骨
材

最
大

寸
法

は
、

Ｊ
Ｉ

Ｓ
 
Ａ

 
5
3
0
8
に

よ
る

最
大

寸
法

の
規

定
で

あ
る

。
（

e
x
．

最
大

寸
法

2
5
m
m
の

場
合

、
2
5
m
m
、

2
0
m
m
の

い
ず

れ
も

使
用

可
能

）
　

　
　

 
４

．
セ

メ
ン

ト
の

種
類

は
参

考
で

あ
る

。
な

お
、

特
定

調
達

品
目

の
高

炉
セ

メ
ン

ト
を

標
準

と
す

る
が

、
供

給
能

力
、

気
象

・
現

場
条

件
、

緊
急

性
等

を
勘

案
の

う
え

決
定

す
る

こ
と

。
　

　
　

　
　

 
ま

た
、

高
炉

セ
メ

ン
ト

（
Ｂ

種
）

を
使

用
す

る
コ

ン
ク

リ
ー

ト
に

つ
い

て
は

，
寒

中
コ

ン
ク

リ
ー

ト
施

工
と

な
る

こ
と

が
予

想
さ

れ
る

1
1
月

１
日

か
ら

翌
年

３
月

3
1
日

ま
で

は
，

協
議

の
う

え
普

通
ポ

ル
ト

ラ
ン

ド
　

　
　

　
 
セ

メ
ン

ト
を

使
用

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
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建設リサイクルガイドライン
平成30年2月15日改正

Ⅰ. 目 的

このガイドラインは, 建設副産物対策の３つの柱である ｢発生の抑制｣ ｢再

利用の促進｣ ｢再資源化｣ を一層推進し, 別表に定める目標値を達成するため

に策定されたもので, リサイクル計画書の作成など, 建設事業の計画から設計,

積算, 完了の各段階における実施状況を把握し, 工事に関係する各人がチェッ

クを行い認識を深めることによって, リサイクルの尚一層の徹底に向けた検討

や調整を行うための具体的な実施事項を定めたものです｡

Ⅱ. 対 象 事 業

福島県土木部が発注する全ての事業 (受託事業を含む) を対象とする｡

Ⅲ. 実 施 事 項

１. リサイクル計画書等の取りまとめ

目的の趣旨の達成に向けた対象事業を実施する機関 (以下 ｢対象機関｣ と

いう) は, リサイクルの状況を把握し, リサイクルのより一層の徹底に向け

た検討や調整を行うため, 以下のものを取りまとめる｡

� リサイクル計画書 (様式３, 様式４, 様式５)

１) 目 的

建設副産物の発生・減量化・再資源化等の検討・調整状況を把握する｡

２) 作成時期及び作成者

① 設計業務 {概略設計, 予備設計 (営繕工事では基本設計), 詳細設

計 (同実施設計)} の実施時点 (様式３, 様式４)

・業務成果として, 共通仕様書に基づき設計者 (設計業務の受注者等)

が作成する｡ (土木関係においては設計業務委託共通仕様書第1115

条の４, 建築関係においては, 建築・設備設計業務委託共通仕様書

第17条の５による)

② 工事仕様書案 (積算段階) の作成時点 (様式５)

対象機関の当該工事の積算担当者が詳細設計 (営繕工事では実施設

７. 建設リサイクルガイドライン
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３) 建設リサイクル法第11条に基づく通知

工事発注者は ｢建設工事に係る再資源化等に関する法律 (建設リサイ

クル法)｣ 第11条の規定に基づき, 別紙フローにより再生資源利用計画

書, 再生資源利用促進計画書を別紙通知先に通知しなければならない｡

２. リサイクルの徹底に向けた検討・調整等

対象機関は, リサイクルのより一層の徹底に向け, 以下の検討・調整を行

う｡

� 計画案 (計画・設計方針) の策定時点

・リサイクル計画書を基に発生抑制・減量化再生利用のより一層の徹底の

ための検討を行う｡

・建設発生土等, 工事間流用が可能なものについては, 他機関も含めた調

整を図る｡

・検討・調整に際しては, 建設発生土の官民有効利用試行マッチングホー
ムページ（URL　http://matching.recycle.jacic.or.jp）の活用を図るほか, 

�

 
工事仕様書案の作成時点

・発注設計書の検算者 (担当主任主査又は, 課長等) は, リサイクル計画

書及びリサイクル阻害要因説明書についてチェックを行い, リサイクル

原則化ルールの徹底が不十分と判断した場合は, 当該工事の積算担当者

に対し, 改善を指示するものとする｡

� 工事契約前

・積算担当者は, 建設リサイクル法第12条に基づき, 落札者から説明書

(様式７ (法第12条第１項関係) 及び別表) の書面の交付及び説明を受

け, 落札者の提示した分別解体等の方法について適切であることを確認

する｡

・また, 説明内容と照らして, 同法第13条に基づく書面の記載事項が適切

であることを確認する｡

関連通知： ｢建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に基づく契

約事務手続きについて｣ 平成15年11月21日付15土第1468号

� 工事完了時点

・対象機関は, 請負業者から提出される再生資源利用 [促進] 計画の実施

７. 建設リサイクルガイドライン
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必要に応じて福島県建設副産物会議幹事会 (ブロック会議) を開催し, 意見
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報告 (再生資源利用 [促進] 実施書) をチェックし, その写しを設計書
に添付するとともに, CREDAS (建設リサイクルデータ統合システム)
またはCOBRIS (建設副産物情報交換システム)データを半年間保管する｡ 
※ CREDAS (建設リサイクルデータ統合システム)は，平成29年度を

　もって廃止。
３. リサイクル実施状況の取りまとめ

完了時の再生資源利用 [促進] 実施書は, 福島県建設副産物対策会議事務

局が半年毎に県全体を取りまとめ・集計し, 集計結果を各ブロック幹事長

(建設事務所業務担当部長) に通知する｡
したがって,

 

各建設事務所の建設副産物担当者は, 半年毎に個別集計表

(CREDASデータまたはCOBRISデータ) を事務局に提出すること｡ 提出時期
は, ４月及び10月とする｡

４. そ の 他

工事内容を変更する際には, 個々のケースにより必要な段階まで遡って

検討・調整等を改めて実施する｡

施行 平成11年３月26日 (11土検第104号)
改正 平成14年５月29日 (14土検第160号)
改正 平成15年７月１日 (15企技第2159号)
改正 平成16年６月28日 (16企技第1131号)
改正 平成20年６月25日 (20企技第555号)
改正 平成28年11月10日 (28企技第996号)
改正  平成30年2月15日(29企技第1427号)

７. 建設リサイクルガイドライン
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７. 建設リサイクルガイドライン

作
成
様
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建設リサイクル法第11条に基づく通知先及び通知受付先一覧

管 内 工事箇所 通知先 通 知 受 付 先 電 話

県北建設事務所管内
福島市内 福島市長 福島市役所開発建築指導課 024 535 1111

上記以外 知 事 県北建設事務所建築住宅課 024 521 7701

県中建設事務所管内
郡山市内 郡山市長 郡山市役所建築指導課 024 924 2371

上記以外 知 事 県中建設事務所建築住宅課 024 935 1462

県南建設事務所管内 管 内 知 事 県南建設事務所建築住宅課 0248 23 1636

会津若松建設事務所管内 管 内 知 事 会津若松建設事務所建築住宅課 0242 29 5461

喜多方建設事務所管内 管 内 知 事 喜多方建設事務所建築住宅課 0241 24 5727

南会津建設事務所管内 管 内 知 事 南会津建設事務所建築住宅課 0241 62 5337

相双建設事務所管内 管 内 知 事 相双建設事務所建築住宅課 0244 26 1223

いわき建設事務所管内 管 内 いわき市長 いわき市役所建築指導課 0246 22 7516

※ 建築工事のうち, 建築基準法第６条第１項第４号の建築物で, 須賀川市・会津若
松市内の工事は下記へ通知すること｡

 工事箇所　 　通  知  先　     通 知 受 付 先   電 話

須 賀 川 市  須 賀 川 市 長  須 賀 川 市 役 所 建 築 課  0248－75－1111

会 津 若 松 市  会津若松市長   会津若松市役所都市計画課  0242－39－1261

(注) 工事箇所が, 異なる通知先にまたがる場合は, 同一の通知書を各々に通知する
事｡ (例えば, 当該工事が福島市と伊達郡伊達町にまたがる場合は, 福島市長と知
事各々に同一の通知書を通知する事｡)

(参考：国土交通省建設リサイクル法Q&Aより)
Q37：複数の届出先にまたがる工事の場合, どこに届出・通知すればいいのか？
Ａ：必要な届出・通知先全てに提出する必要がある｡ ただし, 宛先は同一であるが窓

口が異なるもの (都道府県知事宛に提出するもので土木事務所や市町村経由など
で窓口が複数にまたがっているもの) については代表する窓口に提出すればよい｡

(具体例)

工 事 の 内 容 提 出 先

A県とB県の県境を流れる河川に架かる橋の工事 A県とB県の双方に提出

A県内のB市 (特定行政庁) とC市 (特定行政庁でな
い) にまたがる道路工事 A県とB市の双方に提出

A県内のB市 (書類の宛先はA県知事で提出先はC土
木事務所) とD市 (書類の宛先はA県知事で提出先は
E土木事務所) にまたがる道路工事

C土木事務所かE土木事務所の
いずれかに提出

（H30.2.15改正）
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目標値に達しない場合に作成し, 設計書に添付

発 注 機 関 名

工 事 名

工 事 概 要

Ⅰ. 建設資材利用計画

建設発生土
［ 80％以上 ］
( )

砕 石 (※１)

［ 100％ ］
( )

アスファルト混合物 (※1)

［ 100％ ］
( )

［ ］内：H30目標値, ( ) 内：達成

値再生資源利用率の目標値を達成できない理由

再生材の供給場所がない

再生材の規格が仕様に適合しない

その他 (下の括弧内に記入)

その他

� �
� �
� �
� �
� �

Ⅱ. 建設副産物搬出計画・実績

１. 建設発生土, コンクリート塊, アスファルト・コンクリート塊

［ ］内：H30目標値, ( ) 内：達成値 建設発生土
［ 80％以上 ］
( )

コンクリート塊
［ 100％ ］
( )

アスファルト・コンクリート塊
［ 100％ ］
( )目標値を達成できない理由

他に再利用できる場所がない

再利用できる現場の要求する規格に適合しない

有害物質が混入している

再資源化施設がない

その他 (下の括弧内に記入)

その他

� �
� �
� �
� �
� �
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２. 建設汚泥, 建設発生木材, 建設混合廃棄物

［ ］内：H30目標値, ( ) 内：達成値 建 設 汚 泥
［ 90％以上 ］
( )

建設発生木材
［ 95％以上 ］
( )

建設混合廃棄物

目標値を達成できない理由

他に再利用できる場所がない

再利用できる現場の要求する規格に適合しない

有害物質が混入している

再資源化施設がない

その他 (下の括弧内に記入)

その他

� �
� �
� �
� �
� �

注) それぞれの品目で再生資源利用率, 再資源化率及び再資源化・縮減率が

それぞれの目標値に達しない場合 (建設混合廃棄物については, 再資源化・

縮減率が０％の場合) は, 該当品目の理由の欄に○印を付ける｡

理由の欄に該当するものがない場合には, ｢その他｣ の欄に○印を付け,

下の括弧内に具体的に記述する｡

※１) 砕石及びアスファルト混合物は, 工事目的物に要求される品質等を考

慮した上で, 原則として再生資材を利用することとしているため, 目標

値を100％とした｡

（H30.2.15改正）
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平 成 3 0 年  1 月 1 8 日

厚 生 労 働 省 労 働 基 準 局 長

0118
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